
SCB 海外 

Monthly News 

信金中央金庫 海外業務推進部 

SHINKIN CENTRAL BANK 

International Business Division 

2021 年 4 月発行 

本レポートは、信金中金の海外駐在員等が最新のトピックスについて報告します。お取引先とり

わけ海外関連ニュースに敏感な方々との意見交換時に、本稿をご参考いただけたら幸いです。 

 

１．ECで広がるインドネシア向け販路開拓戦略 

Before コロナにおいては、中小事業者が海外向けの販路開拓に取り組みたい場合、現地視察

や現地展示会への参加等によって代理店を探し、販売ルートを確保したうえで、現地拠点を設

立して商品のローカライズ・営業推進・顧客フォローアップを行うことが一般的でした。 

しかし、EC（イーコマース）市場が急速に拡大・浸透し、購買行動が世界規模で変化してい

る昨今、国内販売だけでなく海外販路開拓においても EC 活用が重要なファクターとなってい

ます。今まで外資企業の参入障壁が高いとされていたインドネシアでも同様であり、販路開拓

の選択肢が増えています。 

本稿では、現時点における商流や外資参入ルール等をもとに、ASEAN 全体の EC 取引額のう

ち約 50％を占めるインドネシアにおいて「現地拠点を持たない日本の中小事業者が、どのよう

に最終消費者向け販路開拓に取り組むことができるか」をテーマにします。 

■ （従来）中小事業者にとって進出ハードルが高かったインドネシア市場 

一般的に「インドネシアへの販路開拓は難しい」と言われますが、その理由として①現地特

有の商流体系、②最低投資額規制の２点が挙げられます。 

①現地特有の商流体系について、 図１のとおり、事業者→卸売業者

→小売業者→最終消費者にいたる まで、各業者の役割が現地法令で

区分されているため、日本拠点から 現地小売業者に直接販売できず、

卸売業者を原則経由する必要があります。 現地の卸売業者の選定・交渉や、代替先確保やメン

テナンス等にあたっては、相当のコスト・パワーが必要であり、現地拠点なしでこれらに対応

することは困難です。 

また、販路開拓のための現地拠点を設立したい場合、②最低投資額規制により 多額の資本投

下が必要です。外資企業の設立には、製造業・非製造業、大企業・中小企業の区別なく、KBLI

（事業分類コード）ごとに投資額合計 100 億ルピア超（≒8,000 万円相当。土地建物を除く）

が求められます。KBLI は、業種・取扱製品毎に分類され、既存の現地拠点を販路開拓に活用す

る場合も、追加投資の要否の確認が必要です。外国資本が１％でも含まれると外資企業とみな

されるため、現地企業との合弁設立によって同規制を回避することもできません。 

 

 

 今月のトピックス： 

１．EC で広がるインドネシア向け販路開拓戦略（インドネシア駐在員） 

２．国際物流の動向〜コンテナ不足に伴う運賃水準の高止まりはしばらく継続 

 

 

 

 

 

 

 

こちらは信用金庫とそのお取引先向けとさせて頂いております。 

ご覧になりたい場合は、お近くの信用金庫（検索はこちら）までご相談下さい。 

 

続きを読む 

https://www.shinkin-central-bank.jp/cgi-bin/s/index.cgi
https://shinkin-overseas.jp/upload_file/m008-m008_02/ms202104.pdf

